
（別紙） 

 平成 13 年７月５日付課法３－57 ほか 11 課共同「法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について」（法令解釈通達）のうち、次表の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄に掲げるように改正する。 

（注）下線を付した部分が改正部分である。 

改 正 後 改 正 前 

（18 更正の請求書(単体申告用)） （18 更正の請求書(単体申告用)） 

（

規

格

Ａ

４

）
26.09改正

更 正 の 請 求 書
（ 単 体 申 告 用 ）  

※整理番号  

平成  年  月  日 

         税務署長殿

（フリガナ）  

法 人 名 等  

納 税 地 

〒 

電話（   ）    －     

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名  ○印

代 表 者 住 所 

〒

事 業 種 目 業 

の規定に基づき、
自 平成  年  月  日
至 平成  年  月  日

事 業 年 度
課 税 事 業 年 度

の確定申告に係る課税標準等に 

ついて下記のとおり更正の請求をします。
記

区          分 この請求前の金額 更正の請求金額 

法

人

税

額

所  得 

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額 １  円 円 

同 上 の 
内  訳 

軽減税率適用所得金額 ２

その他の金額(１－２) ３

法 人 税 額 ４     

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 ５

差 引 法 人 税 額 ( ４ － ５ ) ６

連結納税の承認を取消された場合等における既に控除された法人税額の特別控除額の加算額  ７     

土地譲渡 
利 益 金 

課 税 土 地 譲 渡 利 益 金 額 ８

同 上 に 対 す る 税 額 ９     

留 保 金 
課 税 留 保 金 額 10

同 上 に 対 す る 税 額 11     

使  途 
秘 匿 金 

使 途 秘 匿 金 額 12     

同 上 に 対 す る 税 額 13

法 人 税 額 計 ( ６ ＋ ７ ＋ ９ ＋ 1 1 ＋ 1 3 ) 14

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額 15

控 除 税 額 16

差引所得に対する法人税額（1 4－1 5－1 6） 17     

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額 18

差 引 
納 付 す べ き 法 人 税 額 19     

還 付 金 額 20

翌 期 へ 繰 り 越 す 欠 損 金 又 は 災 害 損 失 金 21     

地

方

法

人

税

額

課税標準
法人税額
の 計 算

基準法人
税 額

所得の金額に対する法人税額 22

課税留保金額に対する法人税額 23

課 税 標 準 法 人 税 額 （ 22＋ 23） 24

( 2 2 ) に 係 る 地 方 法 人 税 額 25

( 2 3 ) に 係 る 地 方 法 人 税 額 26

所 得 地 方 法 人 税 額 （ 2 5 ＋ 2 6 ） 27

外 国 税 額 の 控 除 額 28

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除地方法人税額 29

差 引 地 方 法 人 税 額 （ 2 7 － 2 8 － 2 9 ） 30

中 間 申 告 分 の 地 方 法 人 税 額 31

差 引
納 付 す べ き 地 方 法 人 税 額 32

還 付 金 額 33

（更正の請求をする理由等）

修正申告書提出年月日 平成  年  月  日 
添付書類  

更正決定通知書受理年月日 平成 年 月 日

還付を受けようと 

する金融機関等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 
       銀行            本店・支店 

金庫・組合         出 張 所
漁協・農協         本所・支所 
預金 口座番号            

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 
  貯金口座の記号番号     －         

３ 郵便局等の窓口での受取を希望する場合 
郵便局名等            

税 理 士 署 名 押 印                                              ○印

※税務署
処理欄

部門  決算期
業種 
番号 

 整理簿  備考
通信 
日付印

年 月 日 確認印    

国税通則法第23条 
法人税法第80条の２ 
地方法人税法第24条
租税特別措置法第66条の４

（

規

格

Ａ

４

）
24.06改正

更 正 の 請 求 書
（ 単 体 申 告 用 ）  ※整理番号  

平成  年  月  日 

       税務署長殿

（フリガナ）  

法 人 名 等 

納 税 地 
〒 

     電話（   ）    －     

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印

代 表 者 住 所 
〒 

事 業 種 目 業  

                      自 平成  年  月  日 
              の規定に基づき、              事業年度の確定申告に係る課税標準等に 
                      至 平成  年  月  日 

ついて下記のとおり更正の請求をします。 
                          記 

区          分 この請求前の金額 更正の請求金額 

所 得 

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額 １ 円 

同上の 

内 訳 

軽 減 税 率 適 用 所 得 金 額 ２   

そ の 他 の 金 額 ( 1 － 2 ) ３   

法 人 税 額 ４   

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 ５   

差 引 法 人 税 額 ( 4 － 5 ) ６   

連結納税の承認を取消された場合等における既に控除された法人税額の特別控除額の加算額  ７   

土地譲渡 

利 益 金 

課 税 土 地 譲 渡 利 益 金 額 ８   

同 上 に 対 す る 税 額 ９   

留保金 
課 税 留 保 金 額 10   

同 上 に 対 す る 税 額 11   

使 途 

秘匿金 

使 途 秘 匿 金 額 12   

同 上 に 対 す る 税 額 13   

法 人 税 額 計 ( ６ ＋ ７ ＋ ９ ＋ 1 1 ＋ 1 3 ) 14   

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額 15   

控 除 税 額 16   

差引所得に対する法人税額（1 4－ 1 5 － 1 6） 17   

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額 18   

差

引 

納 付 す べ き 法 人 税 額 19   

還 付 金 額 20   

翌 期 へ 繰 り 越 す 欠 損 金 又 は 災 害 損 失 金 21   

（更正の請求をする理由等） 

修 正 申 告 書 提 出 年 月 日 平成  年  月  日 
添付書類  

更正決定通知書受理年月日 平成  年  月  日 

還付を受けようと 

する金融機関等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 
       銀行            本店・支店 

金庫・組合         出 張 所
漁協・農協         本所・支所 

預金 口座番号            

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 
  貯金口座の記号番号     －     
３ 郵便局等の窓口での受け取りを希望する場合 

郵便局名等            

税 理 士 署 名 押 印                                         ○印

※税務署 

処理欄 
部門  

決算

期 

業種 

番号 

整理

簿 
 備考  通信日付印 年  月  日

確認

印 

国税通則法第23条 
法人税法第80条の２ 

租税特別措置法第 66条の４



改 正 後 改 正 前 

（18 更正の請求書(単体申告用)） （18 更正の請求書(単体申告用)） 

更正の請求書（単体申告用）の記載要領等 

１ この請求書は、次に掲げる事実に該当する場合等に、国税通則法第23条、法人税法第80条の２、地方法人税法第

24条又は租税特別措置法第66条の４第16項の規定に基づいて更正の請求をするときに使用するものです。 

 (1) 税務署に提出した確定申告書に記載した課税標準等又は税額等の計算が、法人税又は地方法人税に関する法

律の規定に従っていなかったため又は当該計算に誤りがあったために、次のことに該当する場合 

  イ 納付すべき税額が過大となったこと。 

  ロ 申告書に記載した翌期へ繰り越す欠損金額が過少となったこと（申告書に翌期へ繰り越す欠損金額を記載し

なかった場合を含む｡）。 

  ハ 申告書に記載した還付金の額に相当する税額が過少となったこと（申告書に還付金の額に相当する税額を記

載しなかった場合を含む｡)。 

 (2) 修正申告書を提出した場合又は更正、決定を受けた場合に、その修正申告又は更正、決定に伴い、その後の

事業年度の法人税額又は課税事業年度の地方法人税額が過大となる場合（欠損金額又は還付金額については過

少となる場合） 

２ この請求書は、次の区分に応じてそれぞれの提出期限までに提出する必要があります。 

    区 分       提 出 期 限 

(1) 国税通則法第 23条第１項の規定に基

づいて提出する場合 

 請求の基になる申告の法定申告期限（申告期限の延長申請に対する

承認がある場合は、その承認申告期限）から５年以内(注) 

(2) 国税通則法第 23条第２項の規定に基

づいて提出する場合 

 国税通則法第 23 条第２項の各号に掲げる事実に該当した日の翌日

から起算して２月以内 

  (3) 法人税法第 80 条の２又は地方法人税

法第 24 条の規定に基づいて提出する場

合 

 請求の基因となる修正申告書を提出した日又は更正決定の通知を

受けた日の翌日から起算して２月以内 

(4) 租税特別措置法第 66 条の４第 16 項

の規定に基づいて提出する場合 

請求の基になる申告の法定申告期限（申告期限の延長申請に対する

承認がある場合は、その承認申告期限）から６年以内 

（注）１ 純損失等の金額に係る更正の請求のうち法人税に係るものについては、９年以内となります（純損失等の

金額に係る更正の請求の場合であっても平成 24年３月 31 日までの間の適用については、７年以内となりま

す。）。 

２ 平成 23 年 12 月２日より前に法定申告期限が到来する申告については１年以内となります。 

３ この請求書には、取引の記録等に基づいて請求の理由の基礎となる事実を証明する書類を添付してください。 

４ この請求書は、１通（調査課所管法人の場合は２通）作成して提出してください。 

５ この請求書の各欄の記載は、次によります。 

 (1) 「この請求前の金額」欄には、請求の基になる確定申告書（当該申告書に関し更正があった場合には、更正

通知書）に記載された該当項目の金額を移記してください。 

 (2) 「更正の請求金額」欄には、請求に基づいて更正がなされた場合の金額を、確定申告書の記載方法に準じて

計算の上、 記載してください。 

 (3) 「更正の請求をする理由等」欄には、請求をする理由及び請求をするに至った事情について記載するほか、

その他参考となる事項がある場合はこれを付記してください。 

 (4) 「修正申告書提出年月日」欄又は「更正決定通知書受理年月日」欄は、法人税法第80条の２又は地方法人税

法第24条の規定に基づいて更正の請求を行う場合に記載してください。 

 (5) 「還付を受けようとする金融機関等」欄には、還付金の支払を受ける場合に、取引銀行等の預金口座への振

込みを希望されるときは、その取引銀行等の名称等（該当の文字は○で囲んでください｡）、預金の種類及びそ

の口座番号を記載してください。ゆうちょ銀行の貯金口座への振込みを希望されるときは、その貯金口座の記

号番号を記載してください。また、ゆうちょ銀行又は郵便局窓口での受取を希望される場合には、支払を受け

るのに便利な郵便局名等を記載してください。 

 (6) 「税理士署名押印」欄は、この請求書を税理士又は税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押印

してください。 

 (7) 「※」欄は、記載しないでください。 

６ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法

律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は

氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

更正の請求書（単体申告用）の記載要領等 

１ この請求書は、次に掲げる事実に該当する場合等に、国税通則法第23条、法人税法第80条の２又は租税特別措置

法第66条の４第16項の規定に基づいて更正の請求をするときに使用するものです。 

 (1) 税務署に提出した確定申告書に記載した課税標準等又は税額等の計算が、法人税に関する法律の規定に従っ

ていなかったため又は当該計算に誤りがあったために、次のことに該当する場合 

  イ 納付すべき税額が過大となったこと。 

  ロ 申告書に記載した翌期へ繰り越す欠損金額が過少となったこと（申告書に翌期へ繰り越す欠損金額を記載し

なかった場合を含む｡）。 

  ハ 申告書に記載した還付金の額に相当する税額が過少となったこと（申告書に還付金の額に相当する税額を記

載しなかった場合を含む｡)。 

 (2) 修正申告書を提出した場合又は更正、決定を受けた場合に、その修正申告又は更正、決定に伴い、その後の

事業年度の法人税額が過大となる場合（欠損金額又は還付金額については過少となる場合） 

２ この請求書は、次の区分に応じてそれぞれの提出期限までに提出する必要があります。 

    区 分       提 出 期 限 

(1) 国税通則法第 23条第１項の規定に基

づいて提出する場合 

 請求のもとになる申告の法定申告期限（申告期限の延長申請に対す

る承認がある場合は、その承認申告期限）から５年以内(注) 

(2) 国税通則法第 23条第２項の規定に基

づいて提出する場合 

 国税通則法第 23 条第２項の各号に掲げる事実に該当した日の翌日

から起算して２月以内 

 (3) 法人税法第 80 条の２の規定に基づい

て提出する場合 

 請求の基因となる修正申告書を提出した日又は更正決定の通知を

受けた日の翌日から起算して２月以内 

(4) 租税特別措置法第 66 条の４第 16 項

の規定に基づいて提出する場合 

請求のもとになる申告の法定申告期限（申告期限の延長申請に対す

る承認がある場合は、その承認申告期限）から６年以内 

（注）１ 純損失等の金額に係る更正の請求の場合は９年以内となります（純損失等の金額に係る更正の請求の場合

であっても平成 24 年３月 31日までの間の適用については、７年以内となります。）。 

２ 平成 23 年 12 月２日より前に法定申告期限が到来する申告については１年以内となります。 

３ この請求書には、取引の記録等に基づいて請求の理由の基礎となる事実を証明する書類を添付してください。 

４ この請求書は、１通（調査課所管法人の場合は２通）作成して提出してください。 

５ この請求書の各欄の記載は、次によります。 

 (1) 「この請求前の金額」欄には、請求のもとになる確定申告書（当該申告書に関し更正があった場合には、更

正通知書）に記載された該当項目の金額を移記してください。 

 (2) 「更正の請求金額」欄には、請求に基づいて更正がなされた場合の金額を、確定申告書の記載方法に準じて

計算の上、 記載してください。 

 (3) 「更正の請求をする理由等」欄には、請求をする理由及び請求をするに至った事情について記載するほか、

その他参考となる事項がある場合はこれを付記してください。 

 (4) 「修正申告書提出年月日」欄又は「更正決定通知書受理年月日」欄は、法人税法第80条の2の規定に基づいて

更正の請求を行う場合に記載してください。 

 (5) 「還付を受けようとする金融機関等」欄には、還付金の支払を受ける場合に、取引銀行等の預金口座への振

込みを希望されるときは、その取引銀行等の名称等（該当の文字は○で囲んでください｡）、預金の種類及びそ

の口座番号を記載してください。ゆうちょ銀行の貯金口座への振込みを希望されるときは、その貯金口座の記

号番号を記載してください。また、ゆうちょ銀行又は郵便局窓口での受け取りを希望される場合には、支払を

受けるのに便利な郵便局名等を記載してください。 

 (6) 「税理士署名押印」欄は、この請求書を税理士又は税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押印

してください。 

 (7) 「※」欄は、記載しないでください。 

６ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法

律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は

氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 



改 正 後 改 正 前 

（19 更正の請求に対してその更正をすべき理由がない旨の通知書（正本）） （19 更正の請求に対してその更正をすべき理由がない旨の通知書（正本）） 

法第     号 

納 
税 
地 

平成  年  月  日 

法 
人 
名 

等

代氏
表 
者名 殿 

税 務 署 長       

財務事務官            

○印

更正の請求に対してその更正をすべき理由がない旨の通知書 

                     自平成  年  月  日 (連結)事業年度  

貴法人から平成  年  月  日付でされた             課税事業年度  に係る 

                     至平成  年  月  日 課 税 期 間  

 更正の請求については、調査した結果、下記理由により更正をすべき理由がないと認められるので通知 

 します。 

記 

（理由） 

この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。

26.09 改正                                 

（

規

格

Ａ

４

）

(正 本) 法第     号 

納 
税 
地 

平成  年  月  日 

法 
人 
名 

等

代氏
表 
者名 殿 

税 務 署 長       

財務事務官            

○印

更正の請求に対してその更正をすべき理由がない旨の通知書 

                     自平成  年  月  日 (連結)事業年度  

貴法人から平成  年  月  日付でされた             課税事業年度  に係る 

                     至平成  年  月  日 課 税 期 間  

 更正の請求については、調査した結果、下記理由により更正をすべき理由がないと認められるので通知 

 します。 

記 

（理由） 

この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。

26.06 改正                                 

（

規

格

Ａ

４

）

(正 本)



改 正 後 改 正 前 

（19 更正の請求に対してその更正をすべき理由がない旨の通知書（正本）） （19 更正の請求に対してその更正をすべき理由がない旨の通知書（正本）） 

更正の請求に対してその更正をすべき理由がない旨の通知書 

１ 使用目的 

「更正の請求に対してその更正をすべき理由がない旨の通知書」は、更正の請求に対して調査した結果、その更

正をすべき理由がないと認めた場合、更正の請求が請求期限経過後に提出されたもの又は請求事項が不適法なもの

である場合に、請求法人に対してその旨を通知するときに使用する。 

２ 記載要領 

項 目 内 容 

本 文 

 提出された更正の請求書に基づき、提出年月日及び請求対象(連結)事業年度、請求対象

課税事業年度又は請求対象課税期間を記入する。 

当該請求書が、法人税のみの場合は「課税事業年度」及び「課税期間」の文字を抹消し、

単体法人の場合は「(連結)事業年度」の「（連結）」の文字を抹消する。 

地方法人税のみ又は復興特別法人税の場合は、「(連結)事業年度」及び「課税期間」の文

字を抹消する。 

法人税及び地方法人税の場合は、「課税期間」の文字を抹消し、単体法人の場合は「(連

結)事業年度」の「（連結）」の文字を抹消する。

消費税及び地方消費税の場合は「(連結)事業年度」及び「課税事業年度」の文字を抹消

する。 

理 由  更正の請求に対して更正をすべき理由がないとした理由を具体的に記載する。 

調査担当者の表示 

 「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡」の空白部分は、 

調査担当者の所属等により次のとおり記入する。 

(1)  税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2)  国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所

属国税局名を記入する。 

教 示  

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに

留意する。）。 

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

イ 青色申告法人及び連結法人に対してこの通知を行う場合（青色申告書に係る更正等） 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法

人の納税地を管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

ロ イ以外の法人に対してこの通知を行う場合（その他の処分） 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法

人の納税地を管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

イ 青色申告法人及び連結法人に対してこの通知を行う場合（青色申告書に係る更正等） 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法

人の納税地を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

ロ イ以外の法人に対してこの通知を行う場合（その他の処分） 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法

人の納税地を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14年法律第 99号）第２条第６項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信

書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者に対し、国税に関する法律に基づき税務署長等が

その法人課税信託についての通知書等を送付する場合には、通知書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名

又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載する。 

更正の請求に対してその更正をすべき理由がない旨の通知書 

１ 使用目的 

「更正の請求に対してその更正をすべき理由がない旨の通知書」は、更正の請求に対して調査した結果、その更

正をすべき理由がないと認めた場合、更正の請求が請求期限経過後に提出されたもの又は請求事項が不適法なもの

である場合に、請求法人に対してその旨を通知するときに使用する。 

２ 記載要領 

項 目 内 容 

本 文 

 提出された更正の請求書に基づき、提出年月日及び請求対象(連結)事業年度、請求対象

課税事業年度又は請求対象課税期間を記入する。 

当該請求書が、法人税の場合は「課税事業年度」及び「課税期間」の文字を抹消し、単

体法人の場合は「(連結)事業年度」の「（連結）」の文字を抹消する。 

復興特別法人税の場合は、「(連結)事業年度」及び「課税期間」の文字を抹消する。 

（追 加）

消費税及び地方消費税の場合は「(連結)事業年度」及び「課税事業年度」の文字を抹消

する。 

理 由  更正の請求に対して更正をすべき理由がないとした理由を具体的に記載する。 

調査担当者の表示 

 「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡」の空白部分は、 

調査担当者の所属等により次のとおり記入する。 

(1)  税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2)  国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所

属国税局名を記入する。 

教 示  

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに

留意する。）。 

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

イ 青色申告法人及び連結法人に対してこの通知を行う場合（青色申告書に係る更正等） 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法

人の納税地を管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

ロ イ以外の法人に対してこの通知を行う場合（その他の処分） 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法

人の納税地を管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

イ 青色申告法人及び連結法人に対してこの通知を行う場合（青色申告書に係る更正等） 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法

人の納税地を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

ロ イ以外の法人に対してこの通知を行う場合（その他の処分） 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法

人の納税地を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第 99号）第２条第６項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信

書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者に対し、国税に関する法律に基づき税務署長等が

その法人課税信託についての通知書等を送付する場合には、通知書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名

又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載する。 



改 正 後

（24 法人税額等の  通知書及び加算税

１ 納付すべき税額は、同封の納付書により

署へ納付（注）してください。 

（注） 納付書表面にバーコードが表示されている

利用可能なコンビニエンスストアについては

２ 本税等と併せて納付すべき延滞税は、

３ 延滞税の額の計算方法（国税通則法第

            ×

３６５

（注）１ 本税の額が１０，０００円未満の場合には

本税の額に１０，０００円未満の端数があるときは

２ 平成１２年１月１日以後の延滞税の割合

     ① 平成１２年１月１日から平成２５年１２

・ 納期限の翌日から２月を経過する日

・ 納期限の翌日から２月を経過した日以後

     ② 平成２６年１月１日以後の期間に対応

      ・ 納期限の翌日から２月を経過する日

      ・ 納期限の翌日から２月を経過した日以後

      （※）各年の前々年の１０月から前年の９

合として各年の前年の１２月１５日

３ 次の場合には、延滞税の額の計算の基礎

① 期限内申告書を提出している場合で確定申告期限

る場合でその提出した日の翌日から起算

又は還付を受けた法人に対する更正については

② 欠損金の繰戻しに係る還付金の額が減少

③ 期限後申告書に係る還付金の額が減少

４ 延滞税の額が１，０００円未満の場合は

延滞税の額に１００円未満の端数があるときは

４ さきに、法人税法第７５条又は第７５

延長期間中は利子税がかかりますので、

５ この更正又は決定が、申告期限から１

められるときは、原則として納期限内にされた

６ 内容にご不明な点がありましたら遠慮

７ 翌期首現在の利益積立金額について 

  この更正又は決定により、税務計算上

科 目 翌期首現在利益積立金額

利 益 準 備 金 

  積 立 金 

納付すべき本税の額 

（注）１ 

延滞税の割合

（注）２ 

改 正 後

加算税の賦課決定通知書（正本）） 

により    年  月  日までに金融機関等（郵便局を

されている場合は、コンビニエンスストアに納付を委託できます。 

エンスストアについては、バーコードが表示されている納付書の裏面でご確認ください

次の「延滞税の額の計算方法」により計算して納付してください

国税通則法第６０条、第６１条、第１１８条及び第１１９条） 

 ×            

＝ 

３６５

には、延滞税を納付する必要はありません。 

があるときは、これを切り捨てて計算してください。 

割合は、年単位（１／１～１２／３１）で、以下のとおり適用することに

１２月３１日までの期間に対応する延滞税の割合 

日まで・・・ 年「前年の１１月３０日の日本銀行が定める基準割引率

日以後・・・ 年「１４．６％」 

対応する延滞税の割合 

日まで・・・ 年「７．３％」と「特例基準割合（※）＋１％」のいずれか

日以後・・・ 年「１４．６％」と「特例基準割合（※）＋７．３％」

の９月までの各月における銀行の新規の短期貸出約定平均金利の合計

日までに財務大臣が告示する割合に、年１％の割合を加算した割合 

基礎となる「期間（日数）」に特例が設けられていますからご注意ください

確定申告期限から１年を経過した日以降に更正があったとき又は期限後申告書

起算して１年を経過した日以降に更正があったとき（偽りその他不正

については、この特例の適用はありません。）（国税通則法第６１条）

減少する場合（国税通則法施行令第２５条第１号） 

減少する場合（国税通則法施行令第２５条第３号） 

は、納付する必要はありません。 

があるときは、これを切り捨ててください。 

７５条の２の規定により、申告書の提出期限の延長を受けている

本税等と併せて納付してください。 

から１年を経過してされた場合で、その国税を一時に納付することができないと

にされた申請により、１年以内の期間、納税の猶予が認められます

遠慮なく当税務署にお問い合わせください。 

税務計算上の翌期首現在利益積立金額は、次のとおりとなります。

翌期首現在利益積立金額 科 目 翌期首現在利益積立金額

 繰 越 損 益 金 

 納 税 充 当 金 

未 納 法 人 税、 未 納 地 方 法 人 税
及 び 未 納復 興 特 別 法 人 税 

△ 

 未納都道府県民税 △ 

 未 納 市 町 村 民 税 △ 

 差 引 合 計 額 

期 間 （ 日 数 ） 
（注）３ 

法 定 納 期 限 の 翌 日 

か ら 完 納 の 日 ま で

延 滞 税

（注）４

割合

（24 法人税額等

を含む。）又は当税務

ください。 

してください。 

することになります。 

割引率＋４％」 

のいずれか低い割合 

％」のいずれか低い割合 

合計を１２で除して得た割

ください。 

期限後申告書を提出してい

不正の行為により税金を免れ、

けている場合には、その

することができないと認

められます。 

翌期首現在利益積立金額

延 滞 税 の 額 

４

改 正

法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書

前 

賦課決定通知書（正本）） 



改 正 後 改 正 前 

（32-2 地方法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正本）） （32-2 地方法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正本）） 

 （新 設） 

第       号 

年   月   日

税務署長 

財務事務官 

地方法人税額等の    通知書及び加算税の賦課決定通知書 

自   年  月  日
課税事業年度分の地方法人税について下記のとおり地方法人税額等の  及び加算税の 

至   年  月  日

賦課決定をしたから通知します。 

記 

区              分 申告又は更正前の金額 更正又は決定の金額 

課税標準法人

税額の計算

基準法人税額
所得の金額に対する法人税額 １  円 円

課税留保金額に対する法人税額 ２  

課 税 標 準 法 人 税 額 ３

１ に 係 る 地 方 法 人 税 額 ４  

２ に 係 る 地 方 法 人 税 額 ５

所 得 地 方 法 人 税 額 ６  

外 国 税 額 の 控 除 額 ７  

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除地方法人税額 ８  

差 引 地 方 法 人 税 額 ９  

欠 損 繰 戻し
還 付 金 額 10

減 少 す る 還 付 加 算 金 11  

差 引 合 計 地 方 法 人 税 額 12  

既 に 納 付 の 確 定 し た 地 方 法 人 税 額 13  

差引納付すべき又は減少(－印 )する地方法人税額 14

同上のうち仮装経理に基づ

く過大申告の更正に伴う

還 付 地 方 法 人 税 額 15  

繰越控除される地方法人税額 16

この通知書に係る処分は、              の職員の調査に基づいて行いました。 

納 税 地

法 人 名 等

代表者又は 

清算人氏名
殿 

こ の 通 知 に よ り 納 付 す べ き 

又 は 減 少 ( － 印 ) す る 税 額 

賦 課 し た 加 算 税 の 額 の 計 算 明 細 

区    分 加算税の基礎となる税額 加 算 税 の 額

本 税 の 額
円 

申告

加 算 税

賦課決定額 
円 円 

無申告加算税額   
変 更 決 定 後 の 
賦 課 決 定 額 

過少申告加算税額   
重加算税 

賦課決定額 

重 加 算 税 額   
変 更 決 定 後 の 
賦 課 決 定 額 



改 正 後 改 正 前 

（32-2 地方法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正本）） （32-2 地方法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正本）） 

 （新 設） 
１ 納付すべき税額は、同封の納付書により    年  月  日までに金融機関等（郵便局を含む。）又は当税務

署へ納付（注）してください。 

（注） 納付書表面にバーコードが表示されている場合は、コンビニエンスストアに納付を委託できます。 

利用可能なコンビニエンスストアについては、バーコードが表示されている納付書の裏面でご確認ください。 

２ 本税等と併せて納付すべき延滞税は、次の「延滞税の額の計算方法」により計算して納付してください。 

３ 延滞税の額の計算方法（国税通則法第６０条、第６１条、第１１８条及び第１１９条） 

            ×          ×            

                                       ＝ 

                  ３６５ 

（注）１ 本税の額が１０，０００円未満の場合には、延滞税を納付する必要はありません。 

本税の額に１０，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てて計算してください。 

２ 延滞税の割合は、年単位（１／１～１２／３１）で、以下のとおり適用することになります。 

 ① 納期限の翌日から２月を経過する日まで・・・ 年「７．３％」と「特例基準割合（※）＋１％」のいずれか低い割合 

 ② 納期限の翌日から２月を経過した日以後・・・ 年「１４．６％」と「特例基準割合（※）＋７．３％」のいずれか低い割合 

     （※）各年の前々年の１０月から前年の９月までの各月における銀行の新規の短期貸出約定平均金利の合計を１２で除して得た割合

として各年の前年の１２月１５日までに財務大臣が告示する割合に、年１％の割合を加算した割合 

３ 次の場合には、延滞税の額の計算の基礎となる「期間（日数）」に特例が設けられていますからご注意ください。 

① 期限内申告書を提出している場合で確定申告期限から１年を経過した日以降に更正があったとき又は期限後申告書を提出してい

る場合でその提出した日の翌日から起算して１年を経過した日以降に更正があったとき（偽りその他不正の行為により税金を免れ、

又は還付を受けた法人に対する更正については、この特例の適用はありません。）（国税通則法第６１条） 

② 欠損金の繰戻しに係る還付金の額が減少する場合（国税通則法施行令第２５条第１号） 

③ 期限後申告書に係る還付金の額が減少する場合（国税通則法施行令第２５条第３号） 

４ 延滞税の額が１，０００円未満の場合は、納付する必要はありません。 

延滞税の額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨ててください。 

４ さきに、地方法人税法第19条第５項の規定により、申告書の提出期限が延長されている場合には、その延長期間中

は利子税がかかりますので、本税等と併せて納付してください。 

５ この更正又は決定が、申告期限から１年を経過してされた場合で、その国税を一時に納付することができないと認

められるときは、原則として納期限内にされた申請により、１年以内の期間、納税の猶予が認められます。 

６ 内容にご不明な点がありましたら遠慮なく当税務署にお問い合わせください。 

納付すべき本税の額 

（注）１ 

期 間 （ 日 数 ） 
（注）３ 

法 定 納 期 限 の 翌 日 

か ら 完 納 の 日 ま で 

延 滞 税 の 額 

（注）４ 

延滞税の割合 

（注）２ 



改 正 後 改 正 前 

（32-2 地方法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正本）） （32-2 地方法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正本）） 

 （新 設） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に

税 務 署 長 に 対 し て 異 議 申 立 て 又 は 国 税 不 服 審 判 所 長 （ 提 出 先 は 、

国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。

○ 異議申立て（法定の異議申立期間経過後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合において、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○ 取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○ 取消訴訟は、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起することができま

せん。 

○ 取消訴訟は､審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができません

が、次のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。 

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した方が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請求についての裁決を経ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（32-2 地方法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正本）） （32-2 地方法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正本）） 

 （新 設） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に

税務署長に対して異議申立てをすることができます。 

○ 異議申立て（法定の異議申立期間経過後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

○ なお、異議申立てをしないで、審査請求をすることについて正当な理由があるとき

は、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に国税不服審判所長（提出先は、

      国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合において、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○ 取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○ 取消訴訟は、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起することができま

せん。 

○ 取消訴訟は､審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができません

が、次のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した方が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請求についての裁決を経ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（32-2 地方法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正本）） （32-2 地方法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正本）） 

 （新 設） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に

国 税 局 長 に 対 し て 異 議 申 立 て 又 は 国 税 不 服 審 判 所 長 （ 提 出 先 は 、

国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます

○ 異議申立て（法定の異議申立期間経過後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合において、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○ 取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○ 取消訴訟は、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起することができま

せん。 

○ 取消訴訟は､審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができません

が、次のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。 

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した方が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請求についての裁決を経ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（32-2 地方法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正本）） （32-2 地方法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正本）） 

 （新 設） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に

国税局長に対して異議申立てをすることができます。 

○ 異議申立て（法定の異議申立期間経過後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

○ なお、異議申立てをしないで、審査請求をすることについて正当な理由があるとき

は、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に国税不服審判所長（提出先は、

      国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合において、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○ 取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○ 取消訴訟は、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起することができま

せん。 

○ 取消訴訟は､審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができません

が、次のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した方が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請求についての裁決を経ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（32-3 地方法人税の加算税の賦課決定通知書（正本）） （32-3 地方法人税の加算税の賦課決定通知書（正本）） 

 （新 設） 

第       号 

年   月   日 

税務署長 

財務事務官 

地方法人税の加算税の賦課決定通知書 

  次のとおり地方法人税に係る加算税を賦課決定します。 

課税事業年度 区      分 
加算税の計算の 
基礎となる税額 

加算税の額 

自   年 月 日 

至   年 月 日 

申 告 
加算税 

      賦課決定額
円 円 

変更決定後の賦課決定額

この通知により納付すべき加算税の額 

又は減少(－印)する加算税の額

重 加 
算 税 

      賦課決定額

変更決定後の賦課決定額

この通知により納付すべき加算税の額 

又は減少(－印)する加算税の額

自   年 月 日 

至   年 月 日 

申 告 
加算税 

      賦課決定額

変更決定後の賦課決定額

この通知により納付すべき加算税の額 

又は減少(－印)する加算税の額

重 加 

算 税 

      賦課決定額

変更決定後の賦課決定額

この通知により納付すべき加算税の額 

又は減少(－印)する加算税の額

自   年 月 日 

至   年 月 日 

申 告 
加算税 

      賦課決定額

変更決定後の賦課決定額

この通知により納付すべき加算税の額 

又は減少(－印)する加算税の額

重 加 

算 税 

      賦課決定額

変更決定後の賦課決定額

この通知により納付すべき加算税の額 

又は減少(－印)する加算税の額

○ 納付すべき加算税の額は、同封の納付書により   年 月 日までに金融機関等（郵便局を含む。）

又は当税務署へ納付(注)してください。 

  なお、納付書には、納付すべき加算税の額を課税事業年度ごとにそれぞれ別葉にして書いてください。 

(注) 納付書表面にバーコードが表示されている場合には、コンビニエンスストアに納付を委託できます。 

利用可能なコンビニエンスストアについては、バーコードが表示されている納付書の裏面でご確認ください。 

この処分は、            の職員の調査に基づいて行いました。 

納 税 地  

法 人 名 等  

代表者又は 

清算人氏名 
殿 



改 正 後 改 正 前 

（32-3 地方法人税の加算税の賦課決定通知書（正本）） （32-3 地方法人税の加算税の賦課決定通知書（正本）） 

 （新 設） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】

○             、            又は            

課税事業年度分の処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して

２月以内に         に対して異議申立てをすることができます。 

○ 異議申立て（法定の異議申立期間経過後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

○ なお、異議申立てをしないで、審査請求をすることについて正当な理由があるとき

は、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に国税不服審判所長（提出先は、 

      国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合において、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○ 取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○ 取消訴訟は、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起することができま

せん。 

○ 取消訴訟は､審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができません

が、次のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。 

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した方が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請求についての裁決を経ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 

自平成  年  月  日
至平成 年 月 日

自平成 年  月  日
至平成 年  月 日

自平成  年 月 日
至平成  年  月  日 



改 正 後

（32-4 更正の理由書(地方法人税)(青色申告

改 正 後

青色申告(実地・署内調査)用)（正本）） （32-4 更正の

 （新 設） 

改 正

の理由書(地方法人税)(青色申告(実地・署内調査

前 

署内調査)用)（正本）） 



改 正 後 改 正 前 

（32-5 更正の理由書(地方法人税)(白色申告用)（正本）） （32-5 更正の理由書(地方法人税)(白色申告用)（正本）） 

 （新 設） （正 本）

更 正 の 理 由 

貴法人の地方法人税の申告書について、調査の結果、課税標準又は税額等の計算に誤りがあると認められ

ますから、次のとおり、申告書に記載された課税標準又は税額等を更正しました。

26.09



改 正 後

（32-6 更正の理由書(地方法人税)(青色申告

改 正 後

青色申告(形式審査)用)（正本）） （32-6 更正の

 （新 設） 

改 正

の理由書(地方法人税)(青色申告(形式審査)用

前 

用)（正本）） 



改 正 後 改 正 前 

（110 仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額・地方法人税額の還付請求書） （110 仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額の還付請求書） 

仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に

伴う法人税額の還付請求書 

※整理番号  

※連結グループ整理番号

平成  年  月  日 

       税務署長殿

提出法人 （フリガナ）  

□

連

結

親

法

人

□

単

体

法

人

法 人 名 等 

納 税 地 

〒 

     電話(   )    －     

（フリガナ） 

代 表 者 氏 名  ○印

代 表 者 住 所 

〒 

（
届
出
の
対
象
が
連
結
子
法
人
で
あ
る
場
合
に
限
り
記
載
）

連

結

子

法

人

（フリガナ）
※

税

務

署

処

理

欄

整理番号  

法 人 名 等  

部 門  

本店又は主たる

事務所の所在地

〒        （      局      署） 

     電話（   ）    －     
決 算 期  

（フリガナ）  
業種番号 

代 表 者 氏 名 

整 理 簿  

代 表 者 住 所 

〒 

回 付 先 
′ 親署 ⇒ 子署

′ 子署 ⇒ 調査

 法人税法第135条第４項の規定に基づき、下記のとおり仮装経理法人税額の還付を請求します。 

                           記 

仮装経理に基づく過大申告の 
更 正 の 対 象 事 業 年 度 

自 平成   年   月   日 

至 平成   年   月   日 

仮装経理に基づく過大申告の 
更 正 に 伴 う 減 少 税 額

還付を受けよう
とする仮装経理
法人税額の計算 

区            分  請 求 金 額  ※  金     額 
仮 装 経 理 に 基 づ く 過 大 申 告 の
更 正 に 伴 う 減 少 税 額 １   

還付法人税額 ２ 

繰越控除された法人税額 ３ 

仮装経理法人税額（ １－２－３ ） ４ 

法人税法第135条第４項に規定
す る 事 実 の 生 じ た 日 平成   年   月   日

（生じた事実の詳細） 

（その他参考となるべき事項） 

還付を受けようと

する金融機関等

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 

      銀行          本店・支店 
金庫・組合       出 張 所 
漁協・農協       本所・支所 

預金 口座番号           

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 

貯金口座の記号番号     －       
３ 郵便局等の窓口での受け取りを希望する場合 

郵便局名等

税 理 士 署 名 押 印                                         ○印

※税務署

処理欄 
部門

決算

期 

業種 

番号 

整理

簿 
備考  通信日付印 年  月  日

確

認

印 

24.06改正

（

規

格

Ａ

４

）

        仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に ※整理番号

伴う
法 人 税 額

の還付請求書 ※連結グループ整理番号地方法人税額

平成  年  月  日 

      税務署長殿

提出法人 （フリガナ）

□

連

結

親

法

人

□

単

体

法

人

法 人 名 等

納 税 地 

〒 

電話( ) －
（フリガナ）  

代 表 者 氏 名  ○印

代 表 者 住 所 

〒 

（
届
出
の
対
象
が
連
結
子
法
人
で
あ
る
場
合
に
限
り
記
載
）

連

結

子

法

人

（フリガナ）

※

税

務

署

処

理

欄

整理番号

法 人 名 等  
部 門

本店又は主たる
事務所の所在地

〒        （      局     署） 

決 算 期
電話（ ） －

（フリガナ）  
業種番号

代 表 者 氏 名
整 理 簿

代 表 者 住 所
〒 

 回 付 先
′ 親署 ⇒ 子署 
′ 子署 ⇒ 調査課 

法人税法第135条第４項 
地方法人税法第29条第４項

の規定に基づき、下記のとおり 
仮装経理法人税額 
仮装経理地方法人税額

の還付を請求します。 

記 

仮装経理法人税額 仮装経理地方法人税額

仮装経理に基づく過大申告の 
更正の対象(連結)事業年度 

自 平成  年  月  日 
至 平成  年  月  日 

仮装経理に基づく過大申告の
更正の対象課税事業年度

自 平成  年  月  日
至 平成  年  月  日

仮装経理に基づく過大申告の 
更正に伴う法人税の減少額

仮装経理に基づく過大申告の
更正に伴う地方法人税の減少額

還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
税
額
の
計
算

区    分 請求金額 ※ 金 額 還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
税
額
の
計
算

区    分 請求金額 ※ 金 額

仮装経理に基づく
過大申告の更正に伴う
法 人 税 の 減 少 額

１
仮装経理に基づく
過大申告の更正に伴う
地方法人税の減少額

５

還 付 法 人 税 額 ２ 還付地方法人税額 ６

繰 越 控 除 さ れ た
法 人 税 額

３
繰 越 控 除 さ れ た
地 方 法 人 税 額

７

仮装経理法人税額
（ １－２－３ ）

４
仮装経理地方法人税額
（ ５－６－７ ）

８

法人税法第135条第４項に規定 
す る 事 実 の 生 じ た 日 

平成  年  月  日
地方法人税法第29条第４項に
規定する事実の生じた日

平成  年  月  日

（生じた事実の詳細） 

（その他参考となるべき事項） 

還付を受けようと

する金融機関等

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 
      銀行          本店・支店 

金庫・組合       出 張 所 

漁協・農協       本所・支所 

預金 口座番号           

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 
貯金口座の記号番号     －       

３ 郵便局等の窓口での受取を希望する場合 

郵便局名等

税 理 士 署 名 押 印                                         ○印

※税務署

処理欄 
部門 決算期

業種 

番号 
整理簿  備考

通信 

日付印
年 月 日 確認印

26.09改正

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（110 仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額・地方法人税額の還付請求書） （110 仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額の還付請求書） 

仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額の還付請求書の記載要領等 

１ この請求書は、平成21年４月１日以後に次に掲げる事実が生じた場合において、法人税法（以下「法」といいま

す。）第 135 条第４項の規定によって仮装経理法人税額の還付を請求する場合に使用してください。 

(1) 更正手続開始の決定があったこと。 

(2) 再生手続開始の決定があったこと。 

(3) 特別清算開始の決定があったこと。 

(4) 法人税法施行令第 24 条の２第１項《再生計画認可の決定に準ずる事実等》に規定する事実 

(5) 法令の規定による整理手続によらない負債の整理に関する計画の決定又は契約の締結で、第三者が関与する

協議によるものとして法人税法施行規則第60条の２第１項で定めるものがあったこと（(4)に掲げるものを除き

ます。）。 

２ この請求書は、法第 135 条第４項に規定する事実が生じた日以後１年以内に、納税地の所轄税務署長に１通（調

査課所管法人の場合は２通）提出してください。この場合、仮装経理に基づく過大申告の場合の更正の対象事業年

度が２以上ある場合には別葉に作成して提出してください。 

３ この請求書の各欄は、次により記載します。 

(1) 「提出法人」欄には、該当する′にレ印を付すとともに、当該提出法人の「法人名等」、「納税地」、「代表者

氏名」及び「代表者住所」を記載してください。 

(2) 「連結子法人」欄には、この届出の対象が連結子法人である場合における当該連結子法人の「法人名等」、「本

店又は主たる事務所の所在地」、「代表者氏名」及び「代表者住所」を記載してください。 

(3) 「仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う減少税額」欄には、法人税額等の更正通知書及び加算税の賦課決

定通知書の「差引納付すべき又は減少（－印）する法人税額 20」欄の「差引減少（－印）する法人税額」を－

（マイナス）印を付さずに記載します。 

(4) 「還付を受けようとする仮装経理法人税額の計算」の各欄 

  イ 「仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う減少税額１」欄には、(3)の金額を記載します。 

  ロ 「還付法人税額２」欄には、法第 135 条第２項、第３項又は第７項の規定により還付されるべきこととな

った金額を記載します。 

  ハ 「繰越控除された法人税額３」欄には、法第 70 条又は第 81 条の 16の規定により控除された金額を記載し

ます。 

（追 加）

（追 加）

(5) 「還付を受けようとする金融機関等」欄には、還付金の支払を受ける場合に、取引銀行等の預金口座への振

込みを希望されるときは、その取引銀行等の名称等（該当の文字は○で囲んでください｡）、預金の種類及びそ

の口座番号を記載してください。ゆうちょ銀行の貯金口座への振込みを希望されるときは、その貯金口座の記

号番号を記載してください。また、ゆうちょ銀行又は郵便局窓口での受取りを希望される場合には、支払を受

けるのに便利な郵便局名等を記載してください。 

(6) 「税理士署名押印」欄は、この請求書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押印

してください。 

(7) 「※」欄は、記載しないでください。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に基

づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名の

ほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

 仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う
法 人 税 額

の還付請求書の 
地方法人税額

記載要領等 

１ この請求書は、平成21年４月１日以後に次に掲げる事実が生じた場合において、法人税法（以下「法」といいま

す。）第 135 条第４項又は地方法人税法第 29 条第４項の規定によって仮装経理法人税額又は仮装経理地方法人税額

の還付を請求する場合に使用してください。 

(1) 更正手続開始の決定があったこと。 

(2) 再生手続開始の決定があったこと。 

(3) 特別清算開始の決定があったこと。 

(4) 法人税法施行令第 24 条の２第１項《再生計画認可の決定に準ずる事実等》に規定する事実 

(5) 法令の規定による整理手続によらない負債の整理に関する計画の決定又は契約の締結で、第三者が関与する

協議によるものとして法人税法施行規則第60条の２第１項又は地方法人税法施行規則第８条第１項で定めるも

のがあったこと（(4)に掲げるものを除きます。）。 

２ この請求書は、法第 135 条第４項又は地方法人税法第 29 条第４項に規定する事実が生じた日以後１年以内に、

納税地の所轄税務署長に１通（調査課所管法人の場合は２通）提出してください。この場合、仮装経理に基づく過

大申告の場合の更正の対象事業年度が２以上ある場合には別葉に作成して提出してください。 

３ この請求書の各欄は、次により記載します。 

(1) 「提出法人」欄には、該当する′にレ印を付すとともに、当該提出法人の「法人名等」、「納税地」、「代表者

氏名」及び「代表者住所」を記載してください。 

(2) 「連結子法人」欄には、この届出の対象が連結子法人である場合における当該連結子法人の「法人名等」、「本

店又は主たる事務所の所在地」、「代表者氏名」及び「代表者住所」を記載してください。 

(3) 「仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う法人税の減少額」欄には、法人税額等の更正通知書及び加算税の

賦課決定通知書の「差引納付すべき又は減少（－印）する法人税額 20」欄の「差引減少（－印）する法人税額」

を－（マイナス）印を付さずに記載します。 

(4) 「還付を受けようとする税額の計算（仮装経理法人税額）」の各欄 

  イ 「仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う法人税の減少額１」欄には、(3)の金額を記載します。 

  ロ 「還付法人税額２」欄には、法第 135 条第２項、第３項又は第７項の規定により還付されるべきこととな

った金額を記載します。 

  ハ 「繰越控除された法人税額３」欄には、法第 70条又は第 81 条の 16 の規定により控除された金額を記載し

ます。 

(5) 「仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う地方法人税の減少額」欄には、地方法人税額等の更正通知書及び

加算税の賦課決定通知書の「差引納付すべき又は減少（－印）する地方法人税額 14」欄の「差引減少（－印）

する地方法人税額」を－（マイナス）印を付さずに記載します。

(6) 「還付を受けようとする税額の計算（仮装経理地方法人税額）」の各欄

  イ 「仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う地方法人税の減少額５」欄には、(5)の金額を記載します。

  ロ 「還付地方法人税額６」欄には、地方法人税法第 29 条第２項、第３項又は第７項の規定により還付される

べきこととなった金額を記載します。

  ハ 「繰越控除された地方法人税額７」欄には、地方法人税法第 13 条の規定により控除された金額を記載しま

す。

(7) 「還付を受けようとする金融機関等」欄には、還付金の支払を受ける場合に、取引銀行等の預金口座への振

込みを希望されるときは、その取引銀行等の名称等（該当の文字は○で囲んでください｡）、預金の種類及びそ

の口座番号を記載してください。ゆうちょ銀行の貯金口座への振込みを希望されるときは、その貯金口座の記

号番号を記載してください。また、ゆうちょ銀行又は郵便局窓口での受取を希望される場合には、支払を受け

るのに便利な郵便局名等を記載してください。 

(8) 「税理士署名押印」欄は、この請求書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押印

してください。 

(9) 「※」欄は、記載しないでください。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に基

づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名の

ほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 



改 正 後 改 正 前 

（111 仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額・地方法人税額の還付請求（の一部）に
理由がない旨の通知書（正本））

（111 仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額の還付請求（の一部）に理由がない旨の
通知書（正本））

（正 本）                      法第     号 

納 
税 
地 

平成  年  月  日 

法 
人 
名 

等

代氏
表 
者名 殿 

税 務 署 長       

財務事務官            

○印

仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額の 

還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書 

自 平成  年  月  日 
貴法人から平成  年  月  日付でされた                 についての 

至 平成  年  月  日 

仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額の還付請求については、調査した結果、  

下記理由により請求（の一部）に理由がないと認められるので通知します。 

                   記 

（理由） 

この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。

（

規

格

Ａ

４

）

（正 本）                      法第     号 

納 
税 
地 

平成  年  月  日 

法 

人 
名 
等

代氏
表 
者名 殿 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う
法 人 税 額

の 
地方法人税額

還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書 

自 平成  年  月  日 
貴法人から平成  年  月  日付でされた                 についての 

至 平成  年  月  日 

                         法 人 税 額 
仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う        の還付請求については、 

地方法人税額

調査した結果、下記理由により請求（の一部）に理由がないと認められるので通知します。 

                   記 

（理由） 

この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。

26.09 改正

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（111 仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額・地方法人税額の還付請求（の一部）に
理由がない旨の通知書（正本））

（111 仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額の還付請求（の一部）に理由がない旨の
通知書（正本））

仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額の 

還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書

１ 使用目的 

「仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額の還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書｣は、仮装

経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額の還付請求が期限後の請求である場合及び還付請求があった法人

税の全額、又は一部について還付を要しないもので、その請求の理由がなく、還付を要しない場合に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 内 容 

本 文 

（追 加）

 「……（の一部）……」の括弧書きの箇所については、還付請求があった法人税の全部

についての理由がなく、還付しないときは、これを抹消する。 

理 由 
 その処分の理由を簡潔かつ具体的に、例えば、「還付請求書がその提出期限 （×月×日）

までに提出されなかったことによる。」等のように記入する。 

調 査 担 当 者  

 「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡」の空白部分は、 

調査担当者の所属等により次のとおり記入する。 

(1) 税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所

属国税局名を記入する。 

教      示 

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに

留意する。）。 

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人

の納税地を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

  この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14年法律第 99号）第２条第６項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書

便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に

基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名の

ほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う
法 人 税 額

の 
地方法人税額

還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書

１ 使用目的 

法 人  税 額 
「仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う         の還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書」 地方法人税額

は、仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額又は地方法人税額の還付請求が期限後の請求である場合

及び還付請求があった法人税額又は地方法人税額の全部又は一部について還付を要しないもので、その請求の理由が

なく、還付を要しない場合に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 内 容 

本 文 

「 法 人 税 額
の箇所については、対象となる還付請求が法人税額又は地方法人税額

地方法人税額」

のどちらか一方にのみ係るものである場合に、該当しない文字を抹消する。

 「……（の一部）……」の括弧書きの箇所については、還付請求があった法人税額及び

地方法人税額（対象となる還付請求が法人税額又は地方法人税額のどちらか一方にのみ係

るものである場合は、該当する税額）の全部についての理由がなく、還付しないときは、

これを抹消する。 

理 由 
 その処分の理由を簡潔かつ具体的に、例えば、「還付請求書がその提出期限 （×月×日）

までに提出されなかったことによる。」等のように記入する。 

調 査 担 当 者  

 「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡」の空白部分は、 

調査担当者の所属等により次のとおり記入する。 

(1) 税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所

属国税局名を記入する。 

教      示 

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに

留意する。）。 

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人

の納税地を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

  この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14年法律第 99号）第２条第６項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書

便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者に対し、国税に関する法律に基づき税務署長等がそ

の法人課税信託についての通知書等を送付する場合には、通知書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は

氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載する。 



改 正 後

（186-3 各連結事業年度の連結地方法人税

改 正 後

地方法人税の個別帰属額の計算に関する明細書） （186-3 各連結事業年度

 （新 設） 

改 正

各連結事業年度の連結地方法人税の個別帰属額の

前 

の計算に関する明細書） 



改 正 後

（186-3 各連結事業年度の連結地方法人税

改 正 後

地方法人税の個別帰属額の計算に関する明細書） （186-3 各連結事業年度

 （新 設） 

改 正

各連結事業年度の連結地方法人税の個別帰属額の

前 

の計算に関する明細書） 



改 正 後 改 正 前 

（187 個別帰属額等の一覧表） （187 個別帰属額等の一覧表） 

個別帰属額等の一覧表 連 結 事 業 年 度  

又は課税事業年度 

  ：  ： 

  ：  ： 

連結親

法人名 

連結親法人及び連結子法人の個別帰属額等は、次のとおりであり、その計算の基礎は別添の連結法人に係

る個別帰属額等の届出書のとおりです。 

一 連 番 号 法 人 名   納 税 地 等 

売 上 金 額   期中

加入 
個別所得金額又は個別欠損金額

個 別 帰 属 額 

連結親法人  

百万円 

円 

外               円

連 

結 

子 

法 

人 

１ 
外 

外 

外 

外 

外 

外 

外 

外 

連結子法人数 

        法人 連結親法人及び連結子法人の個別帰属額等の合計額 
外 

参

考

期首の連結子法人数 法人 

期

中

加入した連結子法人数 法人 

離脱した連結子法人数 法人 

期末の連結子法人数 法人 

26.06 改正

（

規

格

Ａ

４

）

個別帰属額等の一覧表 連 結 事 業 年 度  

又は課税事業年度 

  ：  ： 

  ：  ： 

連結親

法人名 

連結親法人及び連結子法人の個別帰属額等は、次のとおりであり、その計算の基礎は別添の連結法人に係

る個別帰属額等の届出書のとおりです。 

一 連 番 号 法 人 名   納 税 地 等 

売 上 金 額   期中

加入 
個別所得金額又は個別欠損金額

個 別 帰 属 額 

連結親法人  

百万円 

円 

外               円

連 

結 

子 

法 

人 

１ 
外 

外 

外 

外 

外 

外 

外 

外 

連結子法人数 

        法人
連結親法人及び連結子法人の個別帰属額等の合計額 

外 

参

考

期首の連結子法人数 法人 

期

中

加入した連結子法人数 法人 

離脱した連結子法人数 法人 

期末の連結子法人数 法人 

26.09 改正

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（187 個別帰属額等の一覧表） （187 個別帰属額等の一覧表） 

「個別帰属額等の一覧表」の記載要領

１ この一覧表は、法人税法（以下「法」といいます。）第 81 条の 22 第２項《連結確定申告書の添付書類》の規定

により、連結親法人が、各連結事業年度の法第 81条の 18第１項《連結法人税の個別帰属額の計算》の規定により

計算される法人税の負担額として帰せられる金額又は法人税の減少額として帰せられる金額及びこれらの金額の

計算の基礎を記載した書類（個別帰属額に関する書類）として使用し、個別帰属額等の届出書と併せて、連結確定

申告書の添付書類として提出してください。 

  なお、この一覧表は、地方法人税法第 19 条第４項《連結法人の地方法人税確定申告書の添付書類》の規定によ

り、連結親法人が、各課税事業年度の地方法人税法第 15 条第１項《連結法人の地方法人税の個別帰属額の計算》

の規定により計算される地方法人税の負担額として帰せられる金額又は地方法人税の減少額として帰せられる金

額及びこれらの金額の計算の基礎を記載した書類（連結地方法人税の個別帰属額に関する書類）として使用し、個

別帰属額等の届出書と併せて、地方法人税確定申告書の添付書類として提出してください。

  また、この一覧表は、復興特別法人税に関する省令第１条第２項《復興特別法人税申告書の添付書類》の規定に

より、連結親法人が、各課税事業年度の東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保

に関する特別措置法第 52 条第１項《連結法人の復興特別法人税の個別帰属額の計算》の規定により計算される復

興特別法人税の負担額として帰せられる金額又は復興特別法人税の減少額として帰せられる金額及びこれらの金

額の計算の基礎を記載した書類（連結復興特別法人税の個別帰属額に関する書類）として使用し、個別帰属額等の

届出書と併せて、復興特別法人税申告書の添付書類として提出してください。 

おって、連結親法人が連結確定申告書及び地方法人税確定申告書と併せて復興特別法人税申告書を提出する場合

において、連結法人税の個別帰属額及び連結地方法人税の個別帰属額と併せて連結復興特別法人税の個別帰属額を

記載したこの一覧表及びこれらの個別帰属額に関する書類を連結確定申告書及び地方法人税確定申告書に添付し

たときは、連結復興特別法人税の個別帰属額の一覧表及びその個別帰属額に関する書類を復興特別法人税申告書に

添付したものとして取り扱われますので、これらの書類を復興特別法人税申告書に添付しなくても差し支えありま

せん。 

（注）１ この一覧表に添付する「各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書」については、代表者及び

経理担当者の自署押印は不要です。 

２ 連結確定申告書の添付書類は、この一覧表を表紙として、連結親法人及び各連結子法人ごとに、「個別

帰属額に関する書類」、「貸借対照表及び損益計算書」、「株主（社員）資本等変動計算書又は損益金処

分表」、「勘定科目内訳明細書」、「連結親法人の事業等の概況に関する書類」、「組織再編成に係る契

約書等の写し」、「組織再編成に係る主要な事項の明細書」の順に添えて提出してください。 

３ 「個別帰属額に関する書類」は、連結親法人及び各連結子法人とも個別帰属額等の届出書の様式（個別

帰属額の届出書及びその付表並びに個別帰属額の計算の基礎を記載した書類［別表三(二)～別表十七の二

(三)付表二及び復興特別法人税申告書別表二～別表三付表］の各様式）を使用して作成してください。 

なお、連結子法人に係る個別帰属額に関する書類については、個別帰属額の届出書と併せて提出する個

別帰属額の計算の基礎を記載した書類[別表三(二)～別表十七の二(三)付表二及び復興特別法人税申告書

別表二～別表三付表]の添付を省略することができます。 

２ 各欄の記載要領 

(1) 「納税地等」欄は、連結親法人にあっては納税地を記載し、連結子法人にあっては本店又は主たる事務所の所

在地を記載してください。 

(2) 「売上金額」欄は、損益計算書の売上（収入）金額の合計額（雑収入、営業外収益及び特別利益を除きます。）

を百万円単位（百万円未満の端数は切り上げます。）で記載してください。 

(3) 「個別所得金額及び個別欠損金額」欄は、「各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書」の「個別所

得金額及び個別欠損金額 1」欄の金額を記載してください。 

(4) 「個別帰属額」欄の本書には、「各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書」の種類によりそれぞれ

次の欄の金額を記載してください。 

 イ 連結親法人が普通法人（特定の医療法人を除く。）である連結法人の分……「連結法人税個別帰属額 14」欄

 ロ 連結親法人が協同組合等である連結法人の分……「連結法人税個別帰属額 12」欄 

 ハ 連結親法人が特定の医療法人である連結法人の分……「連結法人税個別帰属額 12」欄 

(5) 「個別帰属額」欄の外書には、「各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書付表一」の「連結復興特

別法人税個別帰属額 3」欄の金額又は「各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書付表二」の「連結地

方法人税個別帰属額 4」欄の金額（そのいずれにも該当する金額がある場合には、これらの金額の合計額）を記

載してください。 

(6) 「期中加入」欄は、連結親法人との間に当該連結親法人による完全支配関係を有することとなったことにより、

「完全支配関係を有することとなった旨等を記載した書類（加入）」を提出した子法人について○を付してくだ

さい。 

(7) 「連結子法人数    法人」欄は、連結子法人数の合計を記載してください。 

(8) 「連結親法人及び連結子法人の個別帰属額の合計額等」欄は、連結親法人及び全ての連結子法人に係る個別帰

属額等の合計を記載してください。 

(9) 「参考」欄は、連結子法人の異動状況を記載してください。 

なお、「加入した連結子法人数」欄は、連結親法人との間に当該連結親法人による完全支配関係を有すること

となった子法人数を記載し、「離脱した連結子法人数」欄は、連結親法人との間に連結完全支配関係を有しなく

なった子法人数を記載してください。 

（注） この一覧表に記載しきれない場合は、適宜の用紙に記載し添付してください。 

「個別帰属額等の一覧表」の記載要領

１ この一覧表は、法人税法（以下「法」といいます。）第 81 条の 22 第２項《連結確定申告書の添付書類》の規定

により、連結親法人が、各連結事業年度の法第 81条の 18 第１項《連結法人税の個別帰属額の計算》の規定により

計算される法人税の負担額として帰せられる金額又は法人税の減少額として帰せられる金額及びこれらの金額の

計算の基礎を記載した書類（個別帰属額に関する書類）として使用し、個別帰属額等の届出書と併せて、連結確定

申告書の添付書類として提出してください。 

 （追 加）

  また、この一覧表は、復興特別法人税に関する省令第１条第２項《復興特別法人税申告書の記載事項》の規定に

より、連結親法人が、各課税事業年度の東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源を確保

に関する特別措置法第 52 条第１項《連結法人の復興特別法人税の個別帰属額の計算》の規定により計算される復

興特別法人税の負担額として帰せられる金額又は復興特別法人税の減少額として帰せられる金額及びこれらの金

額の計算の基礎を記載した書類（連結復興特別法人税の個別帰属額に関する書類）として使用し、個別帰属額等の

届出書と併せて、復興特別法人税申告書の添付書類として提出してください。 

なお、連結親法人が連結確定申告書と併せて復興特別法人税申告書を提出する場合において、連結法人税及び連

結復興特別法人税の個別帰属額を記載したこの一覧表及びこれらの個別帰属額に関する書類を連結確定申告書に

添付したときは、連結復興特別法人税の個別帰属額の一覧表及びその個別帰属額に関する書類を復興特別法人税申

告書に添付したものとして取り扱われますので、これらの書類を復興特別法人税申告書に添付しなくても差し支え

ありません。 

（注）１ この一覧表に添付する「各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書」については、代表者及び

経理担当者の自署押印は不要です。 

２ 連結確定申告書の添付書類は、この一覧表を表紙として、連結親法人及び各連結子法人ごとに、「個別

帰属額に関する書類」、「貸借対照表及び損益計算書」、「株主（社員）資本等変動計算書又は損益金処

分表」、「勘定科目内訳明細書」、「連結親法人の事業等の概況に関する書類」、「組織再編成に係る契

約書等の写し」、「組織再編成に係る主要な事項の明細書」の順に添えて提出してください。 

３ 「個別帰属額に関する書類」は、連結親法人及び各連結子法人とも個別帰属額等の届出書の様式（個別

帰属額の届出書及びその付表並びに個別帰属額の計算の基礎を記載した書類［別表三(二)～別表十七の二

(三)付表二及び復興特別法人税申告書別表二～別表三付表］の各様式）を使用して作成してください。 

なお、連結子法人に係る個別帰属額に関する書類については、個別帰属額の届出書と併せて提出する個

別帰属額の計算の基礎を記載した書類[別表三(二)～別表十七の二(三)付表二及び復興特別法人税申告書

別表二～別表三付表]の添付を省略することができます。 

２ 各欄の記載要領 

(1) 「納税地等」欄は、連結親法人にあっては納税地を記載し、連結子法人にあっては本店又は主たる事務所の所

在地を記載してください。 

(2) 「売上金額」欄は、損益計算書の売上（収入）金額の合計額（雑収入、営業外収益及び特別利益を除きます。）

を百万円単位（百万円未満の端数は切り上げます。）で記載してください。 

(3) 「個別所得金額及び個別欠損金額」欄は、「各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書」の「個別所

得金額及び個別欠損金額 1」欄の金額を記載してください。 

(4) 「個別帰属額」欄の本書には、「各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書」の種類によりそれぞれ

次の金額を記載してください。 

 イ 連結親法人が普通法人（特定の医療法人を除く。）である連結法人の分……「連結法人税個別帰属額 14」欄

 ロ 連結親法人が協同組合等である連結法人の分……「連結法人税個別帰属額 12」欄 

 ハ 連結親法人が特定の医療法人である連結法人の分……「連結法人税個別帰属額 12」欄 

(5) 「個別帰属額」欄の外書には「各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書付表」の「連結復興特別法

人税個別帰属額 3」欄の金額を記載してください。 

(6) 「期中加入」欄は、連結親法人との間に当該連結親法人による完全支配関係を有することとなったことにより、

「完全支配関係を有することとなった旨等を記載した書類（加入）」を提出した子法人について○を付してくだ

さい。 

(7) 「連結子法人数    法人」欄は、連結子法人数の合計を記載してください。 

(8) 「連結親法人及び連結子法人の個別帰属額の合計額等」欄は、連結親法人及び全ての連結子法人に係る個別帰

属額等の合計を記載してください。 

(9) 「参考」欄は、連結子法人の異動状況を記載してください。 

なお、「加入した連結子法人数」欄は、連結親法人との間に当該連結親法人による完全支配関係を有すること

となった子法人数を記載し、「離脱した連結子法人数」欄は、連結親法人との間に連結完全支配関係を有しなく

なった子法人数を記載してください。 

（注） この一覧表に記載しきれない場合は、適宜の用紙に記載し添付してください。 



改 正 後 改 正 前 

（190 更正の請求書(連結申告用)） （190 更正の請求書(連結申告用)） 

（

規

格

Ａ

４

）

更 正 の 請 求 書 
（ 連 結 申 告 用 ） 

※整理番号  

※連結グループ整理番号

平成  年  月  日 

          税務署長殿

（フリガナ）  

法 人 名 

納 税 地 
〒 

     電話（   ）    －     

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名                     ○印

代 表 者 住 所 
〒 

事 業 種 目                     業 

                      自 平成  年  月  日 
              の規定に基づき、             連結事業年度の連結確定申告に係る課税標準等 
                      至 平成  年  月  日 

について下記のとおり更正の請求をします。 
                          記 

区          分 この請求前の金額 更正の請求金額 

連 結 

所 得 

連結所得金額又は連結欠損金額  １ 円 

同上の

内 訳 

軽減税率適用連結所得金額 ２   

そ の 他 の 金 額 ( 1 － 2 )  ３   

法 人 税 額 ４   

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額  ５   

差 引 法 人 税 額 ( 4 － 5 )  ６   

連結納税の承認を取消された場合等における既に控除された法人税額の特別控除額の加算額  ７   

土地譲渡 

利 益 金 

課 税 土 地 譲 渡 利 益 金 額 ８   

同 上 に 対 す る 税 額 ９   

連 結 

留保金 

課 税 連 結 留 保 金 額 10   

同 上 に 対 す る 税 額 11   

使 途 

秘匿金 

使 途 秘 匿 金 額  12   

同 上 に 対 す る 税 額 13   

法 人 税 額 計 (６ ＋ ７ ＋ ９ ＋ 1 1 ＋ 1 3 )  14   

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額 15   

控 除 税 額 16   

差引連結所得に対する法人税額（14－15－16）  17   

連 結 中 間 申 告 分 の 法 人 税 額  18   

差引 
納 付 す べ き 法 人 税 額  19   

還 付 金 額  20   

翌 期 へ 繰 り 越 す 連 結 欠 損 金  21   

（更正の請求をする理由等） 

修正申告書提出年月日 平成  年  月  日 
添付書類  

更正決定通知書受理年月日 平成  年  月  日 

還付を受けようと
する金融機関等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 
       銀行            本店・支店 

金庫・組合         出 張 所 
漁協・農協         本所・支所 

預金 口座番号            

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 
  貯金口座の記号番号     －     
３ 郵便局等の窓口での受け取りを希望する場合 

郵便局名等            

税 理 士 署 名 押 印                                         ○印

※税務署 

処理欄 
部門

決算

期 

業種

番号

整理

簿 
 備考  通信日付印 年  月  日

確認

印 

24.06改正

国税通則法第23条 
法人税法第82条 
租税特別措置法第 68 条の 88

（

規

格

Ａ

４

）
26.09改正

更 正 の 請 求 書
（ 連 結 申 告 用 ）  

※整理番号  

※連結グループ整理番号  

平成  年  月  日 

         税務署長殿

（フリガナ）  

法 人 名 等  

納 税 地 

〒 

電話（   ）    －     

（フリガナ）

代 表 者 氏 名  ○印

代 表 者 住 所 

〒

事 業 種 目 業 

の規定に基づき 
自 平成  年  月  日
至 平成  年  月  日

連結事業年度

課税事業年度

の

の

連 結 確 定 申 告 

地方法人税確定申告
に係る 

課税標準等について下記のとおり更正の請求をします。
記

区          分 この請求前の金額 更正の請求金額 

法

人

税

額

連  結 
所  得 

連 結所 得 金 額 又 は 連 結欠 損 金 額 １  円 円 

同 上 の 
内  訳 

軽減税率適用連結所得金額 ２     

その他の金額(１－２) ３     

法 人 税 額 ４     

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 ５

差 引 法 人 税 額 ( ４ － ５ ) ６     

連結納税の承認を取消された場合等における既に控除された法人税額の特別控除額の加算額  ７     

土地譲渡 
利 益 金 

課 税 土 地 譲 渡 利 益 金 額 ８     

同 上 に 対 す る 税 額 ９

連  結 
留 保 金 

課 税 留 保 金 額 10

同 上 に 対 す る 税 額 11

使  途 
秘 匿 金 

使 途 秘 匿 金 額 12

同 上 に 対 す る 税 額 13

法 人 税 額 計 ( ６ ＋ ７ ＋ ９ ＋ 1 1 ＋ 1 3 ) 14

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額 15

控 除 税 額 16

差引連結所得に対する法人税額（14－15－16） 17

連 結 中 間 申 告 分 の 法 人 税 額 18

差 引 
納 付 す べ き 法 人 税 額 19     

還 付 金 額 20     

翌 期 へ 繰 り 越 す 連 結 欠 損 金 21

地

方

法

人

税

額

課税標準
法人税額
の 計 算

基準法人
税 額

連結所得の金額に対する法人税額 22

課税連結留保金額に対する法人税額 23

課 税 標 準 法 人 税 額 （ 2 2 ＋ 2 3 ） 24
( 2 2 ) に 係 る 地 方 法 人 税 額 25
( 2 3 ) に 係 る 地 方 法 人 税 額 26

所 得 地 方 法 人 税 額 （ 2 5 ＋ 2 6 ） 27

外 国 税 額 の 控 除 額 28

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除地方法人税額 29

差 引 地 方 法 人 税 額 （ 2 7 － 2 8 － 2 9 ） 30

中 間 申 告 分 の 地 方 法 人 税 額 31

差 引
納 付 す べ き 地 方 法 人 税 額 32

還 付 金 額 33

（更正の請求をする理由等）

修正申告書提出年月日 平成 年 月 日
添付書類  

更正決定通知書受理年月日 平成 年 月 日

還付を受けようと 

する金融機関等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合
       銀行            本店・支店 

金庫・組合         出 張 所
漁協・農協         本所・支所 
預金 口座番号            

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合
  貯金口座の記号番号     －         

３ 郵便局等の窓口での受取を希望する場合 
郵便局名等            

税 理 士 署 名 押 印                                              ○印

※税務署
処理欄

部門  決算期
業種 
番号 

 整理簿  備考
通信 
日付印

年 月 日 確認印

国税通則法第23条 
法人税法第82条 
地方法人税法第24条
租税特別措置法第68条の88



改 正 後 改 正 前 

（190 更正の請求書(連結申告用)） （190 更正の請求書(連結申告用)） 

更正の請求書（連結申告用）の記載要領等 

１ この請求書は、次に掲げる事実に該当する場合等に、国税通則法第23条、法人税法第82条、地方法人税法第24条

又は租税特別措置法第68条の88第17項の規定に基づいて更正の請求をするときに使用するものです。 

 (1) 税務署に提出した連結確定申告書又は地方法人税確定申告書に記載した課税標準等又は税額等の計算が、法

人税又は地方法人税に関する法律の規定に従っていなかったため又は当該計算に誤りがあったために、次のこ

とに該当する場合 

イ 納付すべき税額が過大となったこと。 

ロ 申告書に記載した翌期へ繰り越す連結欠損金額が過少となったこと(申告書に翌期へ繰り越す連結欠損金額

を記載しなかった場合を含む｡)｡ 

ハ 申告書に記載した還付金の額に相当する税額が過少となったこと（申告書に還付金の額に相当する税額を記

載しなかった場合を含む｡)。 

 (2) 修正申告書を提出した場合又は更正、決定を受けた場合に、その修正申告又は更正、決定に伴い、その後の

連結事業年度の法人税額又は課税事業年度の地方法人税額が過大となる場合（連結欠損金額又は還付金額につ

いては過少となる場合） 

２ この請求書は、次の区分に応じてそれぞれの提出期限までに提出する必要があります。 

区 分 提 出 期 限 

(1) 国税通則法第 23 条第１項の規

定に基づいて提出する場合 

請求の基になる申告の法定申告期限（申告期限の延長申請に対する承認があ

る場合は、その承認申告期限）から５年以内(注) 

(2) 国税通則法第 23 条第２項の規

定に基づいて提出する場合 

国税通則法第23条第２項の各号に掲げる事実に該当した日の翌日から起算

して２月以内 

(3) 法人税法第 82 条又は地方法人

税法第 24 条の規定に基づいて提

出する場合 

請求の基因となる修正申告書を提出した日又は更正決定の通知を受けた日

の翌日から起算して２月以内 

(4) 租税特別措置法第 68 条の 88 第

17 項の規定に基づいて提出する

場合 

請求の基になる申告の法定申告期限（申告期限の延長申請に対する承認があ

る場合は、その承認申告期限）から６年以内 

（注）１ 純損失等の金額に係る更正の請求のうち法人税に係るものについては、９年以内となります（純損失等の

金額に係る更正の請求の場合であっても平成 24年３月 31日までの間の適用については、７年以内となりま

す。）。 

２ 平成 23 年 12 月２日より前に法定申告期限が到来する申告については１年以内となります。 

３ この請求書には、取引の記録等に基づいて請求の理由の基礎となる事実を証明する書類を添付してください。 

４ この請求書は、１通（調査課所管法人の場合は２通）作成して提出してください。 

５ この請求書の各欄の記載は、次によります。 

 (1) 「この請求前の金額」欄には、請求の基になる連結確定申告書又は地方法人税確定申告書（これらの申告書

に関し更正があった場合には、更正通知書）に記載された該当項目の金額を移記してください。 

 (2) 「更正の請求金額」欄には、請求に基づいて更正がなされた場合の金額を、連結確定申告書又は地方法人税

確定申告書の記載方法に準じて計算の上、 記載してください。 

 (3) 「更正の請求をする理由等」欄には、請求をする理由及び請求をするに至った事情について記載するほか、

その他参考となる事項がある場合はこれを付記してください。 

    また、併せて、この請求に係る連結親法人又は連結子法人について、その名称、納税地又は本店若しくは主

たる事務所の所在地及びそれぞれの連結法人に係る請求の内容を記載してください。 

 (4) 「修正申告書提出年月日」欄又は「更正決定通知書受理年月日」欄は、法人税法第82条又は地方法人税法第

24条の規定に基づいて更正の請求を行う場合に記載してください。 

 (5) 「還付を受ける金融機関等」欄には、還付金の支払を受ける場合に、取引銀行等の預金口座への振込みを希

望されるときは、その取引銀行等の名称等（該当の文字は○で囲んでください｡）、預金の種類及びその口座番

号を記載してください。ゆうちょ銀行の貯金口座への振込みを希望されるときは、その貯金口座の記号番号を

記載してください。また、ゆうちょ銀行又は郵便局窓口での受取を希望される場合には、支払を受けるのに便

利な郵便局名等を記載してください。 

 (6) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押印

してください。 

 (7) 「※」欄は、記載しないでください。 

更正の請求書（連結申告用）の記載要領等 

１ この請求書は、次に掲げる事実に該当する場合等に、国税通則法第23条、法人税法第82条又は租税特別措置法第

68条の88第17項の規定に基づいて更正の請求をするときに使用するものです。 

 (1) 税務署に提出した連結確定申告書に記載した課税標準等又は税額等の計算が、法人税に関する法律の規定に

従っていなかったため又は当該計算に誤りがあったために、次のことに該当する場合 

イ 納付すべき税額が過大となったこと。 

ロ 申告書に記載した翌期へ繰り越す連結欠損金額が過少となったこと(申告書に翌期へ繰り越す連結欠損金額

を記載しなかった場合を含む｡)｡ 

ハ 申告書に記載した還付金の額に相当する税額が過少となったこと（申告書に還付金の額に相当する税額を記

載しなかった場合を含む｡)。 

 (2) 修正申告書を提出した場合又は更正、決定を受けた場合に、その修正申告又は更正、決定に伴い、その後の

連結事業年度の法人税額が過大となる場合（連結欠損金額又は還付金額については過少となる場合） 

２ この請求書は、次の区分に応じてそれぞれの提出期限までに提出する必要があります。 

区 分 提 出 期 限 

(1) 国税通則法第 23 条第１項の規

定に基づいて提出する場合 

請求のもとになる申告の法定申告期限（申告期限の延長申請に対する承認が

ある場合は、その承認申告期限）から５年以内(注) 

(2) 国税通則法第 23 条第２項の規

定に基づいて提出する場合 

国税通則法第23条第２項の各号に掲げる事実に該当した日の翌日から起算

して２月以内 

(3) 法人税法第 82 条の規定に基づ

いて提出する場合 

請求の基因となる修正申告書を提出した日又は更正決定の通知を受けた日

の翌日から起算して２月以内 

(4) 租税特別措置 68 条の 88 第 17

項の規定に基づいて提出する場合

請求のもとになる申告の法定申告期限（申告期限の延長申請に対する承認が

ある場合は、その承認申告期限）から６年以内 

（注）１ 純損失等の金額に係る更正の請求の場合は９年以内となります（純損失等の金額に係る更正の請求の場合

であっても平成 24 年 3月 31 日までの間の適用については、７年以内となります。）。 

２ 平成 23 年 12月２日より前に法定申告期限が到来する申告については１年以内となります。 

３ この請求書には、取引の記録等に基づいて請求の理由の基礎となる事実を証明する書類を添付してください。 

４ この請求書は、１通（調査課所管法人の場合は２通）作成して提出してください。 

５ この請求書の各欄の記載は、次によります。 

 (1) 「この請求前の金額」欄には、請求のもとになる連結確定申告書（当該申告書に関し更正があった場合には、

更正通知書）に記載された該当項目の金額を移記してください。 

 (2) 「更正の請求金額」欄には、請求に基づいて更正がなされた場合の金額を、連結確定申告書の記載方法に準

じて計算の上、 記載してください。 

 (3) 「更正の請求をする理由等」欄には、請求をする理由及び請求をするに至った事情について記載するほか、

その他参考となる事項がある場合はこれを付記してください。 

    また、併せて、この請求に係る連結親法人又は連結子法人について、その名称、納税地又は本店若しくは主

たる事務所の所在地及びそれぞれの連結法人に係る請求の内容を記載してください。 

 (4) 「修正申告書提出年月日」欄又は「更正決定通知書受理年月日」欄は、法人税法第82条の規定に基づいて更

正の請求を行う場合に記載してください。 

 (5) 「還付を受ける金融機関等」欄には、還付金の支払を受ける場合に、取引銀行等の預金口座への振込みを希

望されるときは、その取引銀行等の名称等（該当の文字は○で囲んでください｡）、預金の種類及びその口座番

号を記載してください。ゆうちょ銀行の貯金口座への振込みを希望されるときは、その貯金口座の記号番号を

記載してください。また、ゆうちょ銀行又は郵便局窓口での受け取りを希望される場合には、支払を受けるの

に便利な郵便局名等を記載してください。 

 (6) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押印

してください。 

 (7) 「※」欄は、記載しないでください。 



改 正 後 改 正 前 

（192 更正等に伴う連結利益積立金額等のお知らせ（正本）） （192 更正等に伴う連結利益積立金額等のお知らせ（正本）） 

26.09改正

納　 税　 充　 当　 　 金

未 納 連結法人税、未 納 連結地方法人税
及 び 未 納 連 結 復 興 特 別 法 人 税

未 納 法 人 税 、 未 納 地 方 法 人 税
及 び 未 納 復  興  特  別  法  人  税

未　　納　　道　　府　　県　　民　　税

未　　納　　市　　町　　村　　民　　税

差 引　　 合 　　 計 　　 額

一連番号

区　　　　　　　分

法　　　人　　　名

各

連

結

法

人

の

連

結

個

別

利

益

積

立

金

額

別紙１（翌期首現在連結利益積立金額） （　　枚のうち　　枚目）

翌期首現在連結利益積立金額

別紙１（翌期首現在連結利益積立金額） （　　枚のうち　　枚目）

翌期首現在連結利益積立金額
一連番号

区　　　　　　　分

法　　　人　　　名

各

連

結

法

人

の

連

結

個

別

利

益

積

立

金

額

26.06改正

納　 税　 充　 当　 　 金

未 　 納　  連　  結 　 法 　 人　 税
及 び 未 納 連 結 復 興 特 別 法 人 税

未　 　　納 　　　法 　　　人 　　　税
及 び 未 納 復  興  特  別  法  人  税

未　　納　　道　　府　　県　　民　　税

未　　納　　市　　町　　村　　民　　税

差 引　　 合 　　 計 　　 額



改 正 後 改 正 前 

（192 更正等に伴う連結利益積立金額等のお知らせ（正本）） （192 更正等に伴う連結利益積立金額等のお知らせ（正本）） 

別紙２（翌期首現在連結個別利益積立金額等） （　　枚のうち　　枚目）

（別表七の二付表一「24」の金額）

（個別帰属額の届出書「14」+「37」+「38」の金額）

翌期へ繰り越す連結欠損金個別帰属額

当期個別所得金額又は個別欠損金額一連
番号

未 納 道 府 県 民 税

未 納 市 町 村 民 税

差 引 合 計 額

繰 越 損 益 金

納 税 充 当 金

翌期首現在連結個別利益積立金額 区　　　　　　分

当期連結法人税個別帰属額、連結地方法人税

個別帰属額及び連結復興特別法人税個別帰属額

連 結 法 人 名
（個別帰属額の届出書「1」((ｲ)＋(ﾛ))の金額）

（個別帰属額の届出書「21」の金額）

翌期首現在連結個別利益積立金額

利　益　準　備　金

　　　　　積　立　金　

当期連結欠損金個別帰属発生額

区　　　　　　分

小 計

未 払連 結 法 人 税 個 別 帰 属 額、 未 払 連 結地 方法 人税

個別帰属額及 び 未払 連結 復興 特別 法人税個別帰 属額

未納法人税、未納地方法人税
及 び 未 納 復 興 特 別 法 人 税

別紙２（翌期首現在連結個別利益積立金額等） （　　枚のうち　　枚目）

（別表七の二付表一「24」の金額）

（個別帰属額の届出書「14」+「37」の金額）

翌期へ繰り越す連結欠損金個別帰属額

当期個別所得金額又は個別欠損金額一連
番号

未 納 道 府 県 民 税

未 納 市 町 村 民 税

差 引 合 計 額

繰 越 損 益 金

納 税 充 当 金

翌期首現在連結個別利益積立金額 区　　　　　　分

当期連結法人税個別帰属額

及び連結復興特別法人税個別帰属額

連 結 法 人 名
（個別帰属額の届出書「1」((ｲ)＋(ﾛ))の金額）

（個別帰属額の届出書「21」の金額）

翌期首現在連結個別利益積立金額

利　益　準　備　金

　　　　　積　立　金　

当期連結欠損金個別帰属発生額

区　　　　　　分

小 計

未 払 連 結 法 人 税 個 別 帰 属 額及 び

未払連結復興特別法人税個別帰 属額

未 納 法 人 税 及 び
未 納 復 興 特 別 法 人 税


